
指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成 11年３月 31日厚生省令第 38 号） 

 

第 13条第 20 号 

介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を位置

付ける場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意する

ものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所

生活介護及び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を

超えないようにしなければならない。 

 

（解釈通知） 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について 

（平成 11年老企第 22 号） 

第２の三の(7)の⑲「短期入所生活介護及び短期入所療養介護の居宅サービス計画への位置

付け（第 20 号）」 

短期入所生活介護及び短期入所療養介護（以下「短期入所サービス」という。）は、利用

者の自立した日常生活の維持のために利用されるものであり、指定居宅介護支援を行う介

護支援専門員は、短期入所サービスを位置付ける居宅サービス計画の作成に当たって、利

用者にとってこれらの居宅サービスが在宅生活の維持につながるように十分に留意しなけ

ればならないことを明確化したものである。 

この場合において、短期入所サービスの利用日数に係る「要介護認定の有効期間のおお

むね半数を超えない」という目安については、居宅サービス計画の作成過程における個々

の利用者の心身の状況やその置かれている環境等の適切な評価に基づき、在宅生活の維持

のための必要性に応じて弾力的に運用することが可能であり、要介護認定の有効期間の半

数の日数以内であるかについて機械的な適用を求めるものではない。 

従って、利用者の心身の状況及び本人、家族等の意向に照らし、この目安を超えて短期

入所サービスの利用が特に必要と認められる場合においては、これを上回る日数の短期入

所サービスを居宅サービス計画に位置づけることも可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 



指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準 

（平成 18年３月 31日厚生労働省令第 37 号） 

 
第 30条第 22 号 

担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所

療養介護を位置付ける場合にあたっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持

に十分に留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合

を除き、介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護を利用する日数が要支

援認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。 
 
（解釈通知） 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準について 

（平成 18年老振発第 0331003 号他連名通知） 

第２の四の(1)の○21「介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護の介護予防

サービス計画への位置付け（第 22号）」 

 介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所療養介護（以下「介護予防短期入所サ

ービス」という。）は、利用者の自立した日常生活の維持のために利用されるものであり、

指定介護予防支援を行う担当職員は、介護予防短期入所サービスを位置付ける介護予防サ

ービス計画の作成に当たって、利用者にとってこれらの介護予防サービスが在宅生活の維

持につながるよう十分に留意しなければならないことを明確化したものである。 
この場合において、介護予防短期入所サービスの利用日数に係る「要支援認定の有効期

間のおおむね半数を超えない」という目安については、原則として上限基準であることを

踏まえ、介護予防サービス計画に作成過程における個々の利用者の心身の状況やその置か

れている環境等の適切な評価に基づき、適切な介護予防サービス計画を作成する必要があ

る。 


